









































































































る。労働需要曲線が D、労働供給曲線が労働移民受け入れ前には S0 であっ
たものが、労働移民を mだけ受け入れたことにより、労働供給曲線が S1 に
変化したことを表している。この結果、現地労働者と労働移民が完全に代替






















































2）　A8 からの労働者に適用された労働者登録制度（Work Registration Scheme）の登録
データによる。この点については JILPT（2006）p.132 参照。
3）　独立行政法人日本労働政策研究・研修機構ホームページの国別労働トピック 2016
年 7 月イギリス「EU離脱の影響をめぐる議論」参照。 
http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2016/07/uk_02.html#link_05



































































この 20 年間を通じて 0.02％から 0.04％の間を推移しており、ほぼ横ばいで
あると言えよう。一方で中国籍者は着実に増加しており、その比率も 1980
年では 0.04％であったものが、2000 年では 0.27％にまで伸びている。また、











1980 1985 1990 1995 2000 年
韓国・朝鮮国籍者の実数（18〜60 歳） 315,168 331,778 355,243 371,743 356,024
中国国籍者の実数（18〜60 歳） 28,001 41,122 83,412 140,188 204,157
アメリカ国籍者の実数（18〜60 歳） 12,188 17,174 24,181 29,054 27,989
ブラジル国籍者の実数（18〜60 歳） N. A N. A N. A 112,940 147,769
ペルー国籍者の実数（18〜60 歳） N. A N. A N. A 22,541 25,413
フィリピン国籍者の実数（18〜60 歳） N. A N. A 33,030 63,185 84,929
タイ国籍者の実数（18〜60 歳） N. A N. A N. A 19,236 21,416
日本人実数（18〜60 歳） 68,850,600 71,954,760 74,395,440 76,168,610 75,543,820
韓国・朝鮮国籍者の比率（18〜60 歳） 0.46％ 0.46％ 0.47％ 0.48％ 0.47％
中国国籍者の比率 0.04 0.05 0.11 0.18 0.27
アメリカ国籍者の比率（18〜60 歳） 0.02 0.02 0.03 0.04 0.03
ブラジル国籍者の比率（18〜60 歳） N. A N. A N. A 0.14 0.20
ペルー国籍者の比率（18〜60 歳） N. A N. A N. A 0.03 0.03
フィリピン国籍者の比率（18〜60 歳） N. A N. A 0.04 0.08 0.11
タイ国籍者の比率（18〜60 歳） N. A N. A N. A 0.03 0.03
注：N. A（not available）は、国勢調査において当該国籍として分類されており、当該国籍保有者がカウント
できないことを示している。






（MIPEX: Migrant Integration Policy Index）が有用である。この移民統合政策
指数は欧州連合加盟国を中心に調査されてきたが、前回の調査
（MIPEX2011）から日本や韓国などが加わっている。最新版は 2014 年の調
査結果をまとめて 2015 年に出された MIPEX2015 であり、調査対象国が 38
か国になっている。






















1980 1985 1990 1995 2000 年
労働市場に参加している韓国・朝
鮮国籍者の実数（18〜60 歳）
227,123 237,896 251,755 263,648 248,178
労働市場に参加している中国国籍
者の比率（18〜60 歳）
17,513 22,513 42,482 79,815 123,422
労働市場に参加しているアメリカ
国籍者の比率（18〜60 歳）
8,427 12,172 18,826 23,368 21,334
労働市場に参加しているブラジル
国籍者の比率（18〜60 歳）
N. A N. A N. A 104,279 127,552
労働市場に参加しているペルー国
籍者の比率（18〜60 歳）
N. A N. A N. A 19,937 20,869
労働市場に参加しているフィリピ
ン国籍者の比率（18〜60 歳）
N. A N. A 18,340 31,454 43,950
労働市場に参加しているタイ国籍
者の比率（18〜60 歳）
N. A N. A N. A 11,276 10,175
労働市場に参加している日本人実
数（18〜60 歳）




0.46％ 0.46％ 0.47％ 0.45％ 0.43％
労働市場に参加している中国国籍
者の日本人に対する比率







































■80─100─Favourable ■60─79─Slightly unfavourable ■41─59─Halfway favourable
■1─20─Unfavourable ■0─Critically unfavourable■21─40─Slightly unfavourable

















































































































性が 98.3％、女性が 98.8％、全体で 98.5％である。
3）　『教育指標の国際比較　平成 25（2013）年版』によれば、大学・短大等進学者、通
信制・放送大学進学者、専修学校（専門課程）入学者を含めた進学率は、2012 年































1）　『日本経済新聞』2017 年 3 月 21 日朝刊
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